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日本の“失われた１０年”は
２０年目に突入する。そして、
ここ数年は、膨大な公的負債と
景気の停滞はアメリカもEUも
抱える問題となっている。先に
この問題を経験する日本が解決
への道を見出すことができるな
ら、同様の状況に悩む他国に対
する青写真となったはずである。

残念ながら、そのような進展
はいまだ見当たらない。他の多
くの国々が現在直面しているよ
うに、日本は債務削減にあたり
政治的障害に直面している。反
証があるにもかかわらず、超過
歳出が経済を活性化させるとい
う確信がいまだ根強く広がって
いる。日本だけではなく回復を
望む国々は、財政政策を施行す

るにあたって、この考えを払拭
しなければならない。
１９９０年代、日本が経済を

リードする立場から転落したこ
とは、財政政策が原因ではない
が、数年にわたる不況、そして
相対的生活水準の低下は、財
政政策の失敗と密接に絡み合っ
ている。労働力の減少と限られ
た土地しかないという状況の日
本では、資本からの収益が低
く、技術革新が低迷している間
は、経済成長は見込めない。過
剰な国家の経済的役割とほぼゼ
ロ金利の大量の財政融資からの
結果が、今の問題に帰結してい
る。構造改革が日本の未来‐多
くの目標の中でも特に技術革新
を促す為‐には必要不可欠で
ある。重大な問題がいくつか

あり徹底的な論議が必要である
が、まず、今は、資本からの収
益を上げる為に国債の発行を削
減しなくてはならない。年間財
政赤字と債務の巨額さに、その
改善は気が遠くなるような話し
である。
どのように赤字解消するかが

問題ではなく、赤字を解消する
こと自体が重要である。最初に
取りかかるべきは予算“特別”
会計であろう。一般会計と重な
り多くの出費をまかなっており、
予算評価にはもってこいの道具
だ。債務の程度からして、地方
自治体への財政支出と、助成を
通しての経済への国家介入は特
に不適当である。それぞれを大
きく削減しなくてはならない。
思いきった削減は年金支出を適
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度におさえることを可能にし、
財政不均衡を縮小する。1

　純粋な財政削減への反論の一
つに　非常に短期的であったが
1997年に行なわれた財政規律の
試みがある。しかし１３年以上
続く不況の後では、もはや意味
を持たないものである。結果か
らあきらかなように、政府は引
き続き成長を支援するのではな
く、妨げている。ある者は未だ
に今こそ財政緊縮をすべき時だ
と思っている。市場環境が良好
な時は必要な改革にあまり痛み
が伴わないのだ。しかし市場環
境が良好であった時期はここ２
０年間に何度かあったが、何も
なされていない。もし日本が今

行動を起さないのならば、さら
なる後退を余儀なくさせられる
であろう。

ケインズ式停滞
日本経済は１９９２年の規模

とほぼ同じであり、これは過去
の世代におけるもっとも驚くべ
き経済統計のひとつである。こ
れはまた５年目あるいはそれ
以上の実質成長停滞に入ってい
るアメリカ、そしてその他の国
々に対する紛れもない警告であ
る。2

この失敗にはいくつかの原因
がある。その中でも致命的なも
のは、ケインズ主義に対する甘
い信仰である。日本の政策担当
者や一部の海外の専門家は、ケ

インズ式刺激政策に対し神学と
も思える信仰を持っている。3

　一部のケインズ主義者は危機
の時、あるいは危機のせまりつ
つある時に政府の行動を求める。
なぜなら民間企業は不確定ゆえ
に麻痺してしまうかもしれない
からだという。日本の危機はす
でに２０年間続いており、以来
ケインズ式刺激政策は継続して
適用されている。
結果は明白である。近代経済

史の中で平和時の債務を膨大に
拡大させたのみならず、成長が
まったく見られない中で、政府
はすべての不況時にさらなる刺
激策で対処し続けてきた。これ
では何の意味もないのである。

1.	 Yasuchika Hasegawa, “Action Undaunted by the Fear of Risk: 2012 New Year Message,” Keizai Doyukai (Japanese Association of Corporate Executives), January 1, 
2012, at http://www.doyukai.or.jp/en/chairmansmsg/articles/yhasegawa/120101a.html (February 23, 2012).

2.	 Derek Scissors and J. D. Foster, “Avoiding America’s Lost Decades,” Heritage Foundation WebMemo No. 3398, October 18, 2011, at http://www.heritage.org/
research/reports/2011/10/avoiding-americas-lost-decades.

3.	 See, for example, Nobuyoshi Sakajiri, “Mr. Aso’s Cynical ‘Stimulus,’” Asia Society, November 20, 2008, at http://asiasociety.org/business/economic-trends/mr-
asos-cynical-stimulus (February 23, 2012); “Japanese Prime Minister Releases Stimulus Package as Economic Growth Weakens,” Pravda, December 8, 2009, at 
http://english.pravda.ru/news/business/08-12-2009/110991-japan-0/ (February 23, 2012); and “Japan’s PM Says Economy May Need More Stimulus Spending,” 
BBC, August 5, 2010, at http://www.bbc.co.uk/news/business-10876567 (February 23, 2012).
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出典: OECD Statistics Portal, http://www.oecd.org/statsportal/0,3352,en_2825_293564_1_1_1_1_1,00.html (2012年 2月 24日).

名目国民総生産　兆円単位　現在価値 

日本の２０１０年経済規模、１９９２年より縮小
同時期、ドイツの国民総生産は５０パーセント上昇、アメリカは２倍以上に、韓国は４倍になった。
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そして膨大な赤字財政支出は経
済への脅威であると見なされて
いる。支出が続き、改革は何も
されていない。そして日本は重
い足取りで歩き続けるのだ。

短期対策が議論の対象である
が、長期経済成長は何ら不可解
なことではない：それは必然的
に土地、労働、資本そして技術
革新から派生するもである。こ
ういった要因からの生産性が競
争力の核である；他の課題に対
する政策は長期的に２次的なも
のである。（円の価値について
は重要度が過大評価されてい
る。）

日本の労働力の状況はよく知
られているように困難に面して
いる。高年齢層は当然ながら成
長の為の労働力としての貢献
が限られる。この困難な局面
に対して、労働生産力は妥当で
あり、労働市場の柔軟性は向上
した。しかしながらさらなる柔
軟性でさらなる成長が期待でき
る。パートの雇用状況改善を図
り高年齢層と女性の雇用活性化
をすべきであり、伸びつつある
非伝統的雇用形態も安定した伝
統的雇用形態と統合しなくては
ならない。4　それでも人口統
計は労働力の貢献に制限を加え

るのである。
この状況は土地に関しても同

様である。日本はアメリカより
もかなり前から、地価の高騰が
富の維持において、まったく頼
りない手段であることを示して
きた。土地の成長貢献度は、現
在価値のある自然資源に恵まれ
ない日本では、不特定の期間た
いへん小さいものになるであろ
う。しかしもし土地が、不要な
社会基盤事業計画や海外で産出
されるべき農業生産に無駄に利
用されることがなければ、向上
の可能性はあるのだ。
公共政策の変更が技術革新に

大きく影響する。技術革新に大
きく頼っているアメリカに比べ
て、日本では政府が企業部門で
重要な役割を果たし、市場獲得
の為に企業の規模拡大や世界的
ブランド認知を援助している。
これらの機能には利点もあるが、
恒久的な広い範囲での技術革新
にマイナスに働くこともある。
そのような技術革新は主に、古
く停滞している企業を押しのけ、
新しく小さい企業から生まれる

（たとえばシリコンバレー初期）
。小さな企業を育てるだけでは
十分ではない。もし大きな非効
率的な企業が倒産しないとなれ
ば、技術革新の範囲と活力は時
間とともに悪化してしまう。技
術革新を活性化させることが今
後の研究の重要な課題である。
おそらく、もっとも重要な問

題は成長への資本の貢献度であ
ろう。日本の比較的少ない土地
賦存量と縮小しつつある労働力
の意味するところは、資本が重

4.	 Randall S. Jones and Satoshi Urasawa, “Labour Market Reforms in Japan to Improve Growth and Equity,” Organization of Economic Cooperation and 
Development, September 6, 2011, p. 30, at http://www.oecd-ilibrary.org/economics/labour-market-reforms-in-japan-to-improve-growth-and-equity_5kg58z6p1v9q-
en (February 23, 2012).
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出典情報元: OECD StatExtracts, http://stats.oecd.org/Index.aspx (2012年 2月 15日).

国家財政債務
１兆円単位

名目国民総生産　１兆円単位
原在価値

日本では歳出超過が国民総生産を向上させていない
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要な役割を果たさなくてはなら
ないということである。財政政
策が資本による成長を不可能な
ものにしてしまったのである。
ヘリテージ財団の経済自由度

指数5によると、国の腐敗から
の自由度１７位を含めて、日本
は世界で２２番目に経済的に自
由な国である。しかし日本は、
財政的自由に関しては、非常に
残念なことに１４５位（１７９
カ国中）である。政府の支出と
それを支える国債の発行が日本
国内の資本配分を支配してい
る。これは非常に憂慮すべきこ
とである。当然であり驚く結果
ではない。

国家財政を支援するための資
金はどこからともなく現れるわ
けではない；民間部門から公的
部門へと移譲されただけです。
特定の公益、－　司法制度、国
家防衛、環境保全　－　があ
り、これらは連帯して供給され
なくては、供給不足に陥ってし
まう。これらの公益を除き、政
府の借入と支出は単に資金を置
き換えているだけである。貧困
層への無償給付のように置き換
えることに意義あるものもある
が、成長を阻止するのである。
成長への障害は政府借入によ

って高騰する資本によるもので
はない。むしろその量の大きさ
によるものである。日本政府
の大量な国債が経済市場を歪曲
している。不況の状況にあって、
私的部門がまだ十分な資金があ
る時、それが大量に公的部門へ

と注ぎ込まれたのだ。政府が今
までになく資本の主要な利用者
になったのである。
加速される政府独占による当

然の結果はその低資本収益であ
る。民間部門は利益の為の投資
を、すなわち富の創造と拡大の
為に行うのである。公的部門は
多くの目的で投資することもあ
る。復興産業投資など大変価値
のあるものも含まれるが、富の
創造はまずあり得ない。国債発
行を通して巨額の資金が民間部
門から公的部門に流れる時、経
済全般にわたって、必然的に低
い商業収益しか見込めない。土
地と労働力の制約により、この
収益は日本の成長にとって極め
て重要である。その結果、国債
発行が経済成長を１５年にわた
って止めてしまったのである。
この結果からみても当然なが

ら、ケインズ主義の見解は遅れ
ている。土地と労働力の貢献が
少ないからこそ、成長が起こる
為には資本収益が高くなければ
ならない。拡大している政府の
役割が資本収益を減らしている
ので、赤字をなくすことにより
国債発行を停止しなくてはなら
ない。さもなければ、成長の見
込みは最小限であろう。

債務への対応
　ケインズ式停滞に関する結
論は、収支を合わせるという必
要な修正を行うのが難しいな
どの理由で慎重に避けられてき
た。２０１１年末における財政

債務は公式には発表されていな
いが、２０１１年１０月時点で
千兆円（現交換比率１３．２兆
ドル）を突破した。三分の二以
上が１９９５年以降、恒久的ケ
インズ式刺激策6施行中に累積さ
れたものである。7日本の昨年
度国民総生産はほぼ４９５兆円
で借金はその２００パーセント
を超えている。現在あるいは近
年、戦争にかかわっていない経
済発展国の中では過去に例を見
ないレベルである。
　他の経済発展国の中で、経済
協力開発機構の２０１１年推測
によると、ギリシャの債務は国
民総生産の１６５パーセントで
ある。ヨーロッパの他の危機的
な国は国民総生産の１３０パー
セント以下で、債務の大変多い
アメリカでさえも９８パーセン
ト、日本のレベルの半分以下で
ある。対国民総生産比を見てみ
ると、２００７年以降の日本の
債務の増加において、日本より
も危機に瀕しているのはアイス
ランドとアイルランド両国のみ
である。7　日本は今日まで危
機、あるいは少しの緊縮のそぶ
りさえも見せていない。

その理由は、日本の債務がほ
ぼすべて国内で保有されている
ことである。一般的推測によれ
ば、９５パーセントは、銀行、
保険会社に代表される国内の事
業体によって保有されている。
他の見方をすると、債務のほぼ
半分は、ゆうちょ銀行、国民年
金基金、そして日本銀行自身を

5.	 2012 Index of Economic Freedom, The Heritage Foundation and The Wall Street Journal, 2012.

6.	 財務省, “国債及び借り入れ金並びに政府保証債務現在高,” 1996年–2011年, at http://www.mof.go.jp/english/jgbs/reference/gbb/index.htm (2012年2月23日).

7.	 OECD, “Economics: Key Tables from OECD–Government Debt,” 2011, at http://www.oecd-ilibrary.org/economics/government-debt-2011_gov-debt-table-2011-1-en 
(February 23, 2012).
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代表とする政府関連機関によっ
て保有されている。8

債務が国内で保有されている
という事実は、強みではなく弱
みである。政府関連機関は特に、
債務に振り回されている。低
利率に保たれた国債―わずか
1パーセント―は資本の国内収
益がとても低いことを意味して
いる。9　労働力と土地の制約
の長期的影響もあり、資本収益
のみが成長のおもな決定要因で
ある。したがって、公的債務の、
低コスト、完全国内融資によっ
て、日本はまさに自身の経済成
長を見殺しにしているのだ。
解決策は国債発行を中止する

ことである。これは直接的金利
引き上げではなく、政府によっ
て大きく歪曲されることなく金
利を変動させ、資本の公的財政
への流用を止めることである。
これはまた、今が変革の時であ
るかどうかという疑問にも答え
る。金融面から見れば、金利上
昇の可能性は現行では禁止すべ
きものと見られている。このこ
とはもちろん今まで何年間も言
われ続けてきたが、財政危機の
問題は過去3年以上も置き去り
にされてきた。ここ２０年間、
金融政策は財政政策に従属して
きた。すなわち低利率が公的部
門（借り手）を助け、私的部門

（最終的貸し手）を妨害してい
る政策である。公的部門を優先
することは明らかに失敗した。

財政改革にも危険は伴ってい
る。限りのない債務の累積に慣
れてしまった市場にとっては大
きなショックであろう。しかし、
１９９７年の不況と政府の失態
は、１９９８年から２０１１年
までの停滞とその他多くの政府
の失態よりもひどいものだった
であろうか。１９９７年の財政
緊縮は5年におよぶ刺激策失敗
の後起こった。その時日本はま
だ世界第2の主要経済であった
が、以後１２年間は世界生活水
準の向上に比べ、後退の歩みに
転じた。
たとえば１９９２年、韓国が

日本より裕福になることは不可
能のように思われた。今それは
必然に思われる。日本の真の選
択肢は生活水準のゆっくりとし
た低下、あるいは返済不能によ
る突然のものであろう。予算削
減の本当の危険性は同じ結果が
さらに早期に起こることである。

問題はその規模の大きさと構
造的であり、予算削減は痛みを
伴う手順である。債務支払いを
除くプライマリーバランスの赤
字状態（Primary Deficit）に関
するの論議は、政治的空想であ
る。国債発行が現在の政府の活

動を融資するものなのか、以前
の国債発行を補うものなのかは
まったく関係ない。いずれにし
てもそれは民間部門から資本を
ほぼ利息ゼロで消耗させる。完
全な赤字解消がなされなくては
ならない。さもなければ日本経
済は停滞あるいは後退するであ
ろう。

次期予算の実質赤字はほぼ
４４兆円（５４００億ドル）10、
国民総生産の９パーセントであ
る。これは楽観的な見解である。
歳出のほぼ半分は債務でまかな
われている。税収ではない。す
なわち予算は本来の2倍である
ことを示している。11

それほど重要ではない税金
財政方程式の一面は税金であ

る。日本では税率引き上げに注
目が集まっているが、それは財
政混乱の解決策ではない。課税
にはいくつかの方法があり、し
たがって税負担の測定にはいく
つかの方法がある。減少したと
はいえ、日本には純国家貯蓄が
あり、基本的に税率引き上げ可
能である。長期に渡る過剰な法
人税の大幅引き下げも検討され
ている。次のステップは、実際
に税金を払っている法人の数が
少なすぎるので、税基盤を拡大
することである。

単純な税率も労働にかかるさ

8.	 Takashi Nakamichi, “3rd Update: IMF Warns Japan Debt Could ‘Quickly Become Unsustainable,’” The Wall Street Journal, November 24, 2011, at http://online.wsj.
com/article/BT-CO-20111124-701182.html (February 23, 2012), and Alan Wheatley, “Special Report: Why Japan Will Avert a Fiscal Meltdown,” Reuters, March 17, 
2011, at http://www.reuters.com/article/2011/03/17/us-japan-quake-debt-idUSTRE72G8AP20110317 (February 23, 2012).

9.	 Bloomberg, “Japanese Government Bonds,” February 10, 2012 at http://www.bloomberg.com/markets/rates-bonds/government-bonds/japan/ (February 10, 2012).

10.	U.S. dollar exchange rate as of February 24, 2012—1 dollar = 80.52 yen.

11.	 Toru Fujioka, “Japan Budget’s Dependence on Debt Sales to Rise to Record Next Fiscal Year,” Bloomberg, December 24, 2011, at http://www.bloomberg.com/
news/2011-12-24/japan-budget-s-dependence-on-debt-sales-to-rise-to-record-next-fiscal-year.html (February 23, 2012), and “Japan PM Struggles to Conquer 
Japan’s Debt Mountain,” Channel News Asia, January 25, 2012, at http://www.channelnewsasia.com/stories/afp_asiapacific/view/1178949/1/.html (February 23, 
2012). 
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らに複雑な実効税率も、最も発
展している経済国家に比べて低
くなっている。12　赤字を減ら
し、国債発行によって民間部門
から公的部門に移譲された資金
の量を減らすひとつの方法は、
個人への段階的増税導入である。
現在と以前の政府は高い消費税
を提案した。さらに現在検討中
のものとして5パーセントの付
加価値税を２０１５年までに段
階的に10パーセントまで引き上
げるという案もある。13

そのような増税は不況を引き

起こすことはない。やがて経
済成長と税基盤の拡大によって
税収は増加するはずである。し
かしながら財政破たんの解決に
あたり、税金には少しの役割し
かないという説得力のある理由
がある。復興支出にあてる一回
限りの増税は妥当かもしれない
が、構造赤字の解決にはならな
い。14　提案された消費税増税
は、よくて赤字の3分の1以下を
解消するであろう。停滞環境で
の大幅な増税は、現在急激に増
えている民間活動の流出に寄与

する危険性がある。15

そのかわり、税政策は短期税
収中立の改革を強調し、長期的
に税収増加を見込める成長を促
すものでなくてはならない。こ
れは今後考慮すべき重要な課題
である。しかし支出規律ほど重
要なものではない。なぜなら日
本はすでに赤字から抜け出せる
地点をとっくに越しているから
である。いずれにせよ、消費税
のような付加価値税は、透明性
を低下させ、成長を促す方法で
はないため、構造的赤字の解消
には役立たないであろう。
　さらに税制改革を実施する政
府の能力は支出を減らす能力と
同じくらい困窮している。二つ
の党の総理大臣から提案された
消費税増税でさえも、ここ数
年論議されているが何も実行さ
れていない。16　大幅な増税は
支出削減と同じほど、論議をか
もすだろうが、効果は少ないで
あろう。現状維持を打ち破る為
の政治的努力は、支出削減によ
る、商業活動への資金投入増加
という、より効果的方法に向け
られなければならない。

まず特別会計を
支出削減は予算特別会計から

手をつけると一番わかりやすい。
１９８５年、経済と財政状況が
比較的健全である時から、２０

12.	 OECD Centre for Tax Policy and Administration, “Taxing Wages: Country Note for Japan,” at http://www.oecd.org/document/21/0,3746,
en_2649_34533_47426581_1_1_1_1,00.html (February 10, 2012), and 日本政府, 内閣府, “円高への総合的対応策～リスクに強靭な経済の構築を目指して～,” 
October 21, 2011, at http://www5.cao.go.jp/keizai1/keizaitaisaku/2011/1021_endaka_saishu.pdf (2012年2月23日).

13.	日本政府, 内閣府, “経済財政の中長期試算,” August 12, 2011年8月12日, at http://www5.cao.go.jp/keizai3/econome/h23chuuchouki8.pdf (February 23, 2012).

14.	“Cabinet OKs 3rd Supplementary Budget for Rebuilding,” The Asahi Shimbun, October 7, 2011, at http://ajw.asahi.com/article/behind_news/politics/
AJ2011100713637 (February 23, 2012).

15.	“Japan Manufacturing Exodus ‘Large’ Cause for Trade Concern,” Bloomberg, January 25, 2012, at http://news.businessweek.com/article.asp?documentKey=1376-
LYC5HD6S972801-1Q2MC8TO2G0R4R13IMP1SPK9A9 (February 23, 2012).

16.	Gavin Blair, “Japan’s New Prime Minister Stumbles Over Consumption Tax,” The Christian Science Monitor, July 12, 2010, at http://www.csmonitor.com/World/
Asia-Pacific/2010/0712/Japan-s-new-prime-minister-stumbles-over-consumption-tax (February 23, 2012)

表１

経済協力開発機構　所得税

純限界税率　（独身勤労者、既婚者、２人の子女の平均所得）

出典: OECD StatExtracts, http://stats.oecd.org/Index.aspx (2012年 2月 15日).

メンバー国家 個人税率

オーストラリア ５５．５％

カナダ ６５．０％

ドイツ ４５．１％

イタリア ４０．１％

日本 ２３．２％

韓国 １７．３％

メキシコ １２．５％

ポルトガル ２４．６％

スイス １８．７％

アメリカ合衆国 ５０．４％

経済協力開発機構　平均 ３４．３％
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１１年まで、一般会計は７５パ
ーセント増加した。これはその
期間にしては相応な数字だ。１
９８５年に、特別会計はすでに
一般会計の二倍だった。そして
それ以降その三倍以上になって
いる。現在は一般会計の四倍以
上になっている。17

特別会計と一般会計がなぜ別
々にされているのかはまったく
はっきりしない。特にお互い重
複するところがあり、予算をい
っそう不透明なものにしている。
日本の特別会計は、防衛費など
通常含まれるべき予算科目を含
まない。しかし年金などその他
の多くのものを含んでいる。特
別会計の急激な拡大は、それ
に含まれている支出が赤字拡大
の主な理由であることを示して
いる。
したがって一般会計から始ま

る予算分析と改革は最初から困
難なものであった。なぜ最近の
総理大臣が特別会計の件を直接
議題にしなかったかは、まった
く不思議なことではない。２０
１１年度の割り当ての半分が債
務返済に充てられたからだ。こ
れは政治的窮迫だけでなく、財
務的難点である。行動を起さな
かったことが予算の多くを利用
不可能にし、解決策をより痛み
を伴うものにしてしまった。

債務返済を含まないでも、特
別会計の三大項目だけで支出
の４０パーセント以上を占める。
これら三項目に集中することは、
一般的な予算分類、例えば社会
保障を強調する予算分類とは

かならずしも一致しない。これ
らの三項目を選んだ理由は、借
金返済のために柔軟性がなくな
ったにもかかわらず、少ない政
策を施行するだけで多くの進
歩を成し遂げられることを示す
ためだ。
それらはさらに個人、地方自

治体、そして法人へ割り当てら
れる。地方自治体への財政支出
については次の部分で述べる。
特別会計削減の主なターゲット
は、年金と助成金である。
労働力の縮小は周知の現象で

ある。早期年金はますます健康
で長寿を保つようになった人の
働く意欲を妨げる。；早期退
職という贅沢は１０年も前に余
裕なきものになっている。18　
受給資格の改定は年金の割り当
てを１５パーセント以下に押さ
えることを目標にすべきである。
この数字は独断的なものである。
；特別会計の年金の割合が、ど
こを削減すべきかを明確にし、
この特定の数字が比較的、大幅

な削減の必要ないことを示して
いる。１５パーセント以下への
削減が２０１１年会計年度の赤
字をほぼ４分の１も縮小する。
さまざまな助成金に取り組む

ことで、より大きな削減がもた
らされる。経済が停滞し、借金
が国民総生産の２倍以上という
状況で、どんな企業援助もまっ
たく正当化されない。財政的影
響以上に、国家の経済介入は技
術革新を妨げ、資金配分を歪め
てしまう。実際、これ自体重要
な問題だが、財政的歪みよりも
把握しがたいものである。金融
経済と実質経済両方のために、
すべての助成金はただちに取り
やめるべきである。政治的経験
からこれは困難なことだが、半
分の削減によって、１９兆円（
２３００億ドル）という総支出
節約になる。年金の削減ととも
に、この政策で赤字の３分の２
が解消される。

一般予算と地方予算
　残念ながら、特別会計の占有

17.	財務省, 主計局・理財局、財務総合政策研究所情報システム部,  “一般会計，特別会計，政府関係機関，地方普通会計歳出額及び財政投融資額（昭和

60年度～平成23年度）,” at http://www.stat.go.jp/data/nenkan/zuhyou/y0501000.xls (2012年2月10日).

18.	 Ministry of Internal Affairs and Communications, Statistics Bureau, Statistical Handbook of Japan 2011, chap. 12, “Labor,” 2011, at http://www.stat.go.jp/english/
data/handbook/c12cont.htm (February 23, 2012), and Sarah Boseley, “Japan’s Life Expectancy ‘Down to Equality and Public Health Measures,’” The Guardian, 
August 30, 2011, at http://www.guardian.co.uk/world/2011/aug/30/japan-life-expectancy-factors (February 23, 2012).

表２

日本の特別会計

出典：総務省、統計局、平成24年度日本統計年鑑　第5章　表5-5
http://www.stat.go.jp/data/nenkan/zuhyou/y0505000.xls (2012年 2月 16日).

項目 ２０１１年度特別会計にしめる割合

債務支払い ５０．５％

全ての年金 １７．７％

地方自治体への交付金 １３．８％

法人助成 １０．１％

合計 ９２．１％
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と日本の異様な予算重複は、残
りの支出が比較的少なく、さら
なる節約を見つけることが困難
であることを意味する。借金返
済はいまだ交渉の余地がない。
社会保障支出の主な部分はさま
ざまな年金プログラムで、特別
会計のさらに大きい年金部分と
重複していて、すでに削減対象
になっている。
公共事業支出は、おそらく驚

くべきことだが、ここ１０年間
で縮小し、現在一般予算の６パ
ーセント以下である。防衛費は
だいたい公共事業支出と同じく
らいである。；おそらく驚くべ
きことではないが、これも２０
００年に比べ、少なくなってい
る。その他の支出は２００９年
以降半分に減少し、予算規律の
成果があらわれている。19

残るのは地方自治体への財政
支出である。特別会計と一般会
計の重複による複雑さが、国

家、地方財政の役割分担の難し
さもからみ、さらに複雑になっ
ている。少なく見積もっても中
央政府が地方財政収入の、２７
兆円（３３００億ドル）をまか
なっている。20

これは少し理解に苦しむ。中
央政府の地方自治体への支払い
は、おそらく政治的理由で、国
によって命じられた政策あるい
は地方政府の支出援助への支払
いのかたちをとる。日本政府は
世界で一番債務の大きい事業体
にもかかわらず、地方の相手に
援助をしている。財政支出はと
ても維持できない空想から成り
立っている。一般市民に政府の
プログラムの出費の間違った印
象を与える。なぜなら、そうい
った政府のプログラムは、実際
よりかなり安くなっているから
だ。たとえ正当化が許される場
合でも、中央政府が地方のプロ
グラムを支援する余裕はないし、

近年、真の意味で成し遂げられ
ていない。

地方自治体への財政支出は長
らく論議されている政治的懸案
で、現在、新しい政党によって
再び議題にされている。もし支
出の責任が地方に分散されるの
であれば、地方自治体は見返り
として、それを補う収入を要求
する。しかし、もし地方での支
援があるならば、そこで追加的
税収を見つけることはできるで
あろう。もし地方で歳入をおぎ
なうことができなければ、支出
削減が人々の意見を反映したも
のになるであろう。行政単位が
異なれば資金調達能力も異なる
が、この事実は削減を予定する
理由なのであって、削減を無期
限先送りにして行政の増大を待
つための理由ではない。

財政的地方分権は過去におい
ては検討されたが、より貧しい
地域の反対によって分散的にし
か施行されなかった。成長は停
滞したままで債務状況は大きく
悪化している。すでに時間は残
されていない　－　中央政府か
らの財政支出はただちに停止す
べきであり、歳出は地方ごとに
決定されるべきである。財政支
出を半分に削減するならば、赤
字を１３兆円（１５００億ド
ル）減らすことができる。

結論：変革は可能か
日本の財政政策のひとつの問

題は、広く普及している幻想で
ある。それは、今回どのように
２０年間成長のない国民総生産
を需要刺激によって押し上げる
のかという議論の形をとる。歳

19.	財務省主計局, “主要経費別歳出予算額 (平成２～23年度),” at http://www.stat.go.jp/data/nenkan/zuhyou/y0504b00.xls (2012年2月10日).

20.	財務省財務総合政策研究所情報システム部, “一般会計，特別会計，政府関係機関及び地方財政計画純計（昭和60年度～平成23年度),” at http://www.
stat.go.jp/data/nenkan/zuhyou/y0502000.xls (February 10, 2012月10日), and Nobuki Mochida, Fiscal Decentralization and Local Public Finance in Japan (London: 
Routledge, 2008).

表３

日本の一般会計

出典: 総務省、統計局、日本統計年鑑平成24年度　第5章　表5-4B
http://www.stat.go.jp/data/nenkan/zuhyou/y0504b00.xls(2012年 2月 16日).

項目 ２０１１年度一般会計にしめる割合

社会保障 ３１．１％

債務支払い ２３．３％

地方自治体への財政支出 １７．７％

「諸雑費」 ６．１％

文化 ６．０％

公共事業 ５．４％

防衛 ５．２％

合計 ９４．８％
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入が全歳出の半分もまかなえな
い中、一般会計のみの収支均衡
を目標とする、あるいは１９９
７年を１９９８年から２０１１
年までの期間よりさらに重要で
あるとみなすといった論議であ
る。改革の時期とその内容につ
いては難しい質問である　―　
改革の必要性は難しくはない。
ここで提案することは、年金

支出をどうにか削減し、企業体
への政府支援を大幅にかつただ
ちに削減し、地方自治体への財
政支出を長期間で大幅に削減
することである。これらの線に
そった政策は、年間赤字を短期
的に７０パーセント減らし、残
りのほとんども、新しい資格規
定を完全に施行するまでの数年
間で減るであろう。残された赤
字は復興支出が減ることによっ
てなくなり、実際、余剰に転じ
るかもしれない。危険も伴うが、
他の手段ではまた失われた１０
年間、すなわち政府の成長を促
す政策に反して、実際は不況を

必然的なものにしてしまう期間
になってしまう。
もし日本がこの失われた１０

年間を回避することができるな
ら、その例が間違いなく他の国
の手本となるであろう。他の国
は余裕のない補助を削除し、地
方への支出を地方分権化（した
がって民主化）し、そしておそ
らく経済破綻によって余儀なく
させられる前に、年金問題に取
り組むであろう。日本は世界経
済指導国家の立場にもどること
ができるであろう。
しかしどの国の予算案も、構

造的政治機能の不全を克服する
ことはできない。機能不全は、
慣性によるものとまっこうから
の反対の形をとって現われる。
慣性によるものはあきらかに、
そしてはっきりと、郵便局に関
する問題など、重要な予算関連
改革の際見られるであろう。21

　年金改革でも見られるであろ
うが、この提案では年金改革は
予算修正の中心的なものではな

く、特に負担になるべきもので
はない。
年金資格は確かに難しい問題

ではあるが、国家補助と地方自
治体への支援の大幅な削減はそ
れほど政治的に害があるとは思
えない。これらはあきらかに、
前例のない財政破たんの危機
に面している政府がとるべきス
テップであるとともに、年間赤
字の半分以上をたやすく解消で
きる手段を提供している。もし
これらも「不可能」であるなら
ば、唯一残された選択は、やが
ておとずれる債務不履行を待つ
ことであろう。22

　世界はその可能性を恐れるべ
きである。日本の債務は国内の
ものである。そして債務不履行
の場合でも国際社会によって管
理は可能であろう。しかし日本
とて例外ではない。他の国と同
じである。もし日本がその財政
問題に直面する勇気を奮い起さ
なければ、他の国々も同様に失
敗することになるだろう。

21.	“Diet Should Start Deliberations on Postal Reform Bills at Once,” The Yomiuri Shimbun, October 31, 2011, at http://www.yomiuri.co.jp/dy/editorial/T111031003786.
htm (February 23, 2012).

22.	Toko Sekiguchi, “Japan PM, Cabinet Take Pay Cuts to Help Reconstruction,” Dow Jones Newswires, October 28, 2011, at http://www.djnewsplus.com/rssarticle/
SB131977480556004978.html (February 23, 2012).

翻訳者：ロジャー　ルイス


